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夫
さて以上の労働供給理論は，はたして実証研究のガイダンスたりうるか。ペンカベルに
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よれば，静学モデルの理論的条件（正の代替効果，対称性，ゼロ次同次など）をデータ検
証すべき仮説として特定化しようとした前例はなく，消費者配分問題を論じた文献の多さ
からみて，• そのことは驚きだという。研究者たちは，伝統的労働供給理論に疑問を感じた
様子はない。ある研究者は，非賃金所得の労働時間におよぼす効果を計測してゼロに近い
推定値をえたが， その際効果は非正 (non-positive) と前提されていた。かりに計測結
果が，代替効果は正でなく，また非市場時間が劣等財であることをしめしたとしても，そ
れは，理論そのものの欠陥よりは理論適用上の問題を意味するものと解される傾向があっ
たという1)。
労働供給の実証研究にたいする理論の主たる貢献は，賃金率変化の労働時間におよぼす
効果と非賃金所得変化のそれとの区別にあり，たとえそれは些細にしても，市場労働供給
行動にかんする経済学者の接近法を他の社会科学者のそれより際立たせるものであろう。
だがその接近法の一般手続は，直接ないし間接効用関数式を特定して労働時間関数を推定
するのではなく，当初から推計に便利な線型労働時間関数を設定してかかるというもので
ある。たとえば前号論文の式(8)は，次のように特定される。
炉 a。五（乳＋叫仇+a凶 +e,. 碑
ただし iは特定個人， qはその「労働にたいする趣好」 ("tastesfor work"), すなわ
ち確率的撹乱項をしめす。ゼロ次同次の条件は満たされている。 P=:=1と標準化すれば，所
得補償されざる賃金効果 a,は正または負であり (a1~0), また余暇が劣等財でないとし
た場合の非賃金所得効果 a2は負である (a2<0)。おなじく前号論文の式O.lに a,とa2
を代入すれば， a1=s+ha2であり，代替効果は s=a1-ha2となる。論理的に s>oだ
が，さらに h>O,a2<0, したがって一加2>0であるから， a1の符号の如何を問わず
代替効果 Sは，労働時間 hの長いほど大きいであろう丸
もし労働供給方程式が効用極大化を含意しているとすれば，同方程式は，直接効用関数
の特定表現たりうる。そこで式閾のような線型労働時間方程式を特定すれば，どのような
直接効用関数が想定されるであろうか。ペンカベルは，以下のような関数を紹介している。
. ・ U(x, h'; A, E)=(呼戸）exp{叫o十a~.k竺aが十E)-a1} ' 
1) 0. Ashenfelter and R. Layard, ed., Handbook of Labor Economics, North-
Holland, 198~, pp. 51~52. 
2) Handbook, pp.'52~53. 
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ただし a,>a2hである；だが関数の型は誤差項ほどには注視されない。その理由は，式
(28)が効用最適化の解として h>oの場合のみを考え， h=Oの場合を無視している点にあ
る。その点を考慮し，かつ式閾の右辺の決定諸変数の項を aふにて代表せしめれば
h;=aX; 十e;,if w;>w;*(P;, Y;, A;, e;), - (29) 
h;=O, if W;~w;*(P;, Y;, A;, e;), (30) 
と書ける。式閾に通常の最小2乗法を適用するのに， h;>Oの標本のみを用いれば, aX; 
+e;>Oないし e;>-aX;であるから，その際の釘の分布は，たとえ母集団全体につ・
いてはランダムでも， h;>Oの標本については X;の分布とは独立せず,E(e; JX;),f=Oと
なり， この偏りの故に一致推定量の得られる条件は失なわれる。ただし e;>-aX;なる
条件下の標本選択の以上の偏りは， ほとんどの構成員について w;>w*であるような母
・集団（たとえば成年男子）の標本については，さほど問題ではない。それが問題なのは，
高年齢層や若年齢層であろう 3)。
以下はそのひとつの解決策である。すなわち .dw戸:w、-w;*を考え, .dw;>Oならば
h;>O, .dw;<Oならば h;=Oという前提の上で， .dw; の決定諸変数を Z;(ただし P;,
，； A;, E; を含む）にて代表せしめれば
如＝訟+u;,
と書ける。 U;は． 期待値がゼロかつ分散一定のランダム変数である。かくて市場労働選
択者 (.dw;>O)の標本についてふが与えられるとき， h;の回帰は
E(h;IX;, .4叫>O)=aX;+E(e;切＞―6Z;)
=aふ+<J,(訟，む）・ (31)
と表わされる。ただし,;は， E;とU;の結合分布密度を決定するパラメーターである。 Z;
には E;が織り込まれている故， u;>-6Z;という条件下の E;の期待値はゼロではない
であろう。式細に通常の最小2乗法を適用するのは， E;の条件付平均である¢ 項を省略
するに等しいから，その偏りは，通常の変数省略による偏りのタームで理解されよう。
たとえばふにも Z;にも含まれる非賃金所得 yを考えよう。いまのべたように式(31)
により h;の X;にたいする通常の最小2乗回帰を求め，その結果式閲の非賃金所得の係
数推定値あが得られたとしよう。それは近似的に
如=a叶蒻;ay,
と書ける。 ct2 は， すでに市場労働をしているものの非賃金所得変化の労働時間におよぽ
3) Handbook, pp. 53~54. 
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す効果であり，余暇が劣等財でなければ a2:::oである。蒻／初は，観察標本を変化させ
た場合の非賃金所得の効果をしめす。いま非賃金所得の大なるものは，その小なるものよ
り「労働にたいする趣好」として労働回避傾向が少ないとすれば， yの増大につれて標本
の構成は，労働回避傾向の少ないものへと重点を移し， a¢/ay>o,また釦>a2となる。
この場合非賃金所得変化の労働時間におよぼす推定効果は，負の所得効果を実際より小さ
くしよう。
かかる標本選択による偏りの最も普通の処理法は，式(3Uの勺の条件付平均¢(・）をす
でに推定ずみの方程式による予測値に置きかえることであろう。だが男子労働供給（老・
壮•青年を問わず）の実証研究によれば，標本を市場労働選択者に限定するどいう非ラン
ダム的方法を修正しなかったため， 重大な偏りが生じたという証拠はまだないという 4)。
ここでペンカベルは，まず比例的賃金変化の比例的労働時間変化におよぼす効果につい
て，次いで非賃金所得変化の労働時間変化におよぽす・したがって所与の賃金率のもとで
の稼得収入 (earnings)変化におよぼす効果について，注意をむける。前者は，労働時間
の所得補償されざる賃金弾力性 (E)であり，後者は， すでにふれたようにペンカベルが
限界稼得性向 (mPe)と呼ぶものである5)。前号論文の式U2lよりして労働時間の所得補償
されたる賃金弾力性 (E*)は， E とmpeとの差である。すなわち
ahw. ah E= mPe=w— and E-i'=E-mpe, 茄万, ay 
である。弾力性を導入したのは，賃金変化1ドルを基準にする煩わしさを避けるためであ
る。一方， mpeは， 結果的に非労働所得の増加のうち財消費に支出される割合をしめす。
ただしその含意は，消費理論の限界消費性向の考え方をすると，問題の焦点が，労働所得
を所与とした場合の追加非労働所得の消費と貯蓄への配分（異時点的考慮にかかわる）に
あるのにたいし，労働時間と財消費の静学モデルでは，かかる貯蓄は事前的に決定されて
4) Handbook, pp. 54~55. 
5)類似の概念としてペンカベルはすでに総所得弾力性 ("totalincome elasticity")を
指摘しているが （前号論文108ペー ジ）， それ以外にも限界余暇消費性向 (marginal
propensity to consume leisure, 略して mpl)がある。たとえば木下富夫『労働時
間と賃金の経済学」（中央経済社， 平成2年4月） 87, 96ページをみよ。 なお総所得
は，ベッカーのいう完全所得 (fullincorne)-w(h+l)-―北非労働所得を加えた
ものというよりは，稼得所得 (wh)に非労働所得を加えたものとみるべきであろう。
ここに hは労働時間， lは余暇時間をさす。
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おり，焦点が，追加非労働所得の財消費と余暇消費（貯蓄ではない）への期間内配分にあ
る，ということである叫
さて inpeの推計例をみよう。諸種の消費財への家計支出を世帯主の賃金率，非賃金所
得，その他に回帰せしめたイギリスの実証研究によると，非賃金所得はどの消費財カテゴ
リーについても正の支出効果（限界消費性向）を有し，その効果の総和CE奸紐/8y)はほ
ぽ1であった。とすれば mpeはゼロに近く，一般的にもそうらしいという。ただし選ば
れた推定方程式の型の影響が指摘されよう。たとえば線型時間方程式では，賃金の相対的
に高い個人ほど Eもmpeも大きく示されようが， それを正しいとする先験的理由はな
ぃ。そこで効用関数そのものの適用による推定が求められたりする。だが労働供給研究上
のほとんどの直接効用関数は，財消費と労働時間にかんして加法的であり， μ=(wh)/y,
ID= (8,l/8y)(yf,l)>Oと置けば
E=(mPe)+ID—Iµ → (mpe) 〔l+(mPe)〕, (3~_ 
と書かれうる”。なお 0 は，非賃金所得の限界効用の非賃金所得にたいする弾力性である。
かくして総所得にしめる非賃金所得の割合µ—1 が非常に小さい個人の場合， mpe の推定
値は，労働時間の所得補償されざる弾力性 (E)の推定値に等しくなろう。またその所得
補償されたる弾力性 E"'=ID-1μ→ (mpe) 〔l+(mpe)〕は，小さくなる傾向があろう。ただ
しデータによれば，炉がさほど小さくない個人も多く，ヵ~かる個人にあっては E は
mpeに近似せず， したがって式閲は， データとは合致しない行動反応について，効用関
数の加法性がさらに限定を加えていることをしめす。
ペンカベルは，式潤を説明するために以下の効用関数をとりあげる。
U(x, h)= 〔(1-B)(x-c)P+B(b-h)PJVP. (3) 
ただし o<B<1,x>c, b>h, P<lである。これは，非相似拡大的 CES型効用関数（た
だしX=x―c,H=b-hとすれば，相似拡大的 CES関数となる）とも， また効用の生
育がエと hによる1本の枝に限定される故に「1本枝の効用の樹」 (one-branchutili-
ty tree)とも呼ばれるが，ペンカベルは，一般化されたストン＝ギアリー型効用関数と呼
んでいる。同型の効用関数は，.U(q)=:E O; log-(q; ―n), ただし O;>O,:E 0;= 1である
i=l i=l 
ことを想起すれば，ペンカベルの呼称もうなずける。それはともあれ式閲より最適労働時
6) Handbook, p. 56. 
7)原書の式(.32)は， E=(mpe)+wーIμ→ (l+(mpe)〕と書かれているが，間違いであろう
(Handbook, p. 57)。なお式(.32)の導出については注9)をみよ。
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間関数は
h=b- BC切-c(y+bw-cp)〔(1-,-B), p1-, 十B,w1-,J' 閲
となる。ただしく=(1-p戸>o.である。限界稼得性向 (mpe) と労働時間の所得補償さ
れざる賃金弾力性 (E)は，
mPe=-
B,w1-, ・ 
E= (l-bh-1) { 〔(b+(l-()h〕w
(y+bw-cp) -t;} 
=-1+ 〔l+(mpe)〕〔(bh-1+(1-()〕， (35)
となるB)。(=1とすれば， 式l35lからストン＝ギァリー型関数の行動反応が得られる。また
式(3)について c=O,b=O, B(b-h)P=-B*がとすれば，通常の CES型関数が得られる。
8)式(3卯および式(35)の導出は以下のとおり。
0まず式(3伽について
1 
目的関数を U(x,h)= 〔(1-B)(x-c)P+B(b-h)門p'
制約条件を Px=wh+y,
.! 
＇ ラグランジュ関数を L=〔(1-B)(x-c)P+B(b-h)門P十入(Px-wh-y)とおけば
80 
aL 1 .! ー1
ー＝―〔(1-B)(x-c)吐 B(b-h)か・(1-B)p(x-c)P-l+JP=O
紅 p
!=.e 
:. (1-B)(X--'C)一(1-P)〔(1-B)(x-c)吐B(b-h)門 P=-lP…① 
.!.-1 8L 1 〔蒻＝ー (1-B)(x-c)叶B(b-h)か B•p(b-h)P-1·(-1)-lw=Op 
と
:. -B(b-h)一(1-P)〔(1-B)(xー が+B(b-h)門 P=lw・・ ………・② 
・ ①と②より入を消去すれば
1-p 
1 --(1-B)(x-c)一(1-P)〔(1-B)(xー が+B(b-h)門P=l p 
旦1 =——B(b-h)一(1-PJ〔(1-B)(xー が+B(b-h)門 Pw 
(1-B) B -(x-c)一<t-PJ=ー(b—h)一Cl-P)p, w 
(1-B) B (b-h)I-P =-(x-c)t-P 
p w 
1 
｛デ）口(b-h)=(息）出(x-c)
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1 
臼＝〔w(iふ〕叫x-c)
(=(l-p)-1とおけば
BP c h=b-(x―c) 〔w(l-B)〕=b-(Px―cp)B~pcー1年(1-B)一C
Px=wh十ツの故
h=b-(wh+y-cp) B如 C
(1-B)tp日
h h+w BturC (1-B)CpH =b-(y-cp) 
BCW-C 
(1-B)tpl-C 
か BtwH =b(l-B)tpt-cー (y-cp)B征 C
(1-B)Cpl-C〕缶B)tpi-c
h『1 -B) t・炉+ Bew臼 b (l-B) tp1—• (y+ bw..c. cp) BC 炉 + bB如—c
(1-B)tpi-c 〕＝（←B)tpi-c 
紅(l-B).cp1-c+BtwHJ-(y+如 -cp)Bt切―c
(1-B)tp日
h= 
紅(1-B)tpt-c十Bcwi-c〕ー Bturt(y+bw-cp)
• 〔(1-B)tplべ+B叩勺
=b- B泣パ(y+bw-cp)〔(l-B)cp1-c+Bcw1-c〕
なお参考までに“を求めれば
X=C+ 
(l-B)tp-t(y+如ーcp)
〔(1-B)tpl-;t十Btw1--t〕
•次に式関について
8h Bcw-c 
…• ••⑧ 
●● ●●● •④ 
mpeについて ⑧を yにて偏微分すれば ay ＝ 〔(l-B)cp1-c+B如勺
8h :. mPe=w•-=一 Btwi-, 紗〔(1-B)tp1-t+B'w日） ….. ⑥ 
Eの前段について
⑧より (1-B)tpl-C十Btwi-c=BC切 C(y+bw-cp)
b-h 
……⑥ 
⑧を W にて偏微分すれば
〔bBtwベー(Btw-Cー1(y+bw-cp)〕〔(1-B)tplべ十Btw曰〕
ah -Bturt(y+bw-cp)(lーく）Bturt ＝一aw ((1-B)tpi-c十scw1-cJ2_ 
． ． ． ⑦
⑦に⑥を代入すれば
ah (b-h)2 ＝一aw (B• 征心+bw-:--cp))Z{〔bB炉—,s,砂 (y+bw-cp)〕
X B•ur•(y+bw-cp) 
b-h 
-(1-()(y+bw-cp))(B年）z} 
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(b-h)2 
-cp) { 
1 ＝一~- . , .' 〔bBC応ー(BCw-H()l+bw-cp)〕―b-h 
ー(1-く）(B土）｝
＝一~- . 曰．、｛〔bB如—(BCw-c→ (y+bw~cp) ]
-(b-h)(l-()(B年）｝
b-h =- 〔b-(tい(y+bw—cp)-(b-h)(1一く）〕y+bw-cp 
b-h =- 〔(b+h-(h-(炉 (y+bw-cp)〕
y+bw-cp 
h-b 
y+bw-cp 
= 〔(b+(1-()h-(w―1(y+bw-cp)〕
=(h-b) 〔(b+(F()h_く炉〕
y+bw-cp 
●● ●●● •⑧ 
叶、⑨:. E虐•閉＝⑧X閉=(1-b炉）｛〔(b+(l-く）h〕w_ … y~bw-cp 
なお⑨について Handbook では大括弧内の—(力l: -1 となっているが， これ
は間違いであろう。
Eの後段について
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⑤より
⑥と⑩より
(1-B)CpH十Bcw1-,=~Bcw1-c 
mpe 
BCw-c(y+bw-cp) BCw←'' ＝一b-h mpe 
:. y+bw-cP=-(b-h) w mpe 
⑧に⑩と⑪を代入すると
狐 (mPe 2・ 
-=~ —) w Bcw1-c aw BCwH・{(bB釦十(B如い(b-h)亭〕（一両』
+B如C(b-耀紐—く）B叩｝
=-(晏訓(-言）｛〔bBcw-,c十CB砿 Cー1(b-h)品〕
-(b-h)(l"C""()B如'}
= (s~t1~,) (B年）(b+C(b-h)字—(b-h)(lーの〕
1 ＝―〔b(mpe)+C(b-h)-(b-h)(l-O(mpe)〕w 
1 
・w ＝―〔ー Ch+Cb+(b(mpe)+h(mpe)-(h(mpe)〕
● ● ●● ● •⑩ 
... : ⑪ 
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またペンカベルのいうように年＝一(—1y(y+bw-cp)一1 と置けぱ， mpe と E の定義か
ら式(.32)が導出される9)。
要するに労働時間方程式の推定とは特定の関数の型の選択であり，式紬の選択は個人の
行動反応 (Eと mpe)に「ある仮定」をしたことになる。だが E と mpeの変動はほと
んど分らないから，その仮定の評価も難しい。
ところで静学モデルでは，個人・家計のクロス・セクション・データに式閲のごときを
適用する。データは，週・年間労働時間数ないし年間労働週数，特定期間労働収入，通常
1 .=-{-Ch+Cb+(mpe) 〔Cb+(l-C)h〕｝
” 
1 =-
” 
{-Ch-(1-C)h+ 〔Cb+(lー oh〕十(mpe)〔Cb+(l-C)h〕｝
1 =-{-h+[l+(mpe)〕〔Cb+(l-く）h〕｝
” 
8h w :. E=-・-=⑫x竺＝ー 1+〔l+(mPe)〕〔Cb炉+(1—0〕aw h h 
9)鵡 2)は以下のように導出される。注8)の⑦より： ， 
紐 Btw1ーC〔bur1-,戸 (y+bw-cp)) (B如1-t)如 2(1-0(ッ十bw'-cp)
＝一 ＋ aw 〔(1-'-B)tpl-C十Btw1べ〕〔(1-B)Cpl-t十Btw1-c〕2
mPe=-
Btw1-c 
〔(1-B) cp1-c + Bcwi-c) を代入すれば
卵 ‘
痴 =(mpe) 〔b切一1-(t戸 (y十如1-:-CP)〕十(mpe)2wー2(1-0(y+bw-cp) 
=(mpe)w—1b-(mpe)w-2CC,,+bw-cp) + (mpe)2ur知＋如1-cp)
-(mPe)2ur2((y+bw-cp) 
……⑫ 
=(mpe)u呵b+(mpe)wーl(y十bw-cp)〕ー (mpe)w一2((ツ十bw-cp)〔l+(mpe))
:. E=闘・F=(mpe) 〔{+(mpe)訥 +bw-cp)〕
1 . 
-(mpe)砿 CC,,+bw-cp)〔l+(mpe)〕
しかるに ID=-(-ly(y+bw-cp)一1より y+bw-cP=―y(-ICiJヨであるから
E=(mpe) 〔岱ー (mpe)誓か〕 +(mpe)命べ1+(~加）〕
また μ=(wh)/ッJ:!) 炉＝命であるから
E=(mpe) 〔免ー (mpe)C—!Ci)—Iµ—!]+ (mPe)ID-1炉〔l+(mpe)〕
また h=b- BC切―C(y+bw-cp)クヽ. ~、,．．”・～．．、より
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の時間収入， その他の所得などであって，労働供給関数の観察ベースとなる。だが数量
（労働時間数）と価格（賃金率）の関係の分析では，分析対象が供給関数もしくは需要関
数のいずれであるかを見きわめる必要があろう。もし労働需要曲線が，労働者の個人特性
におうじたそれぞれの賃金率にて水平だとすれば，賃金・労働時間の組合わせデータは，
一本の労働供給曲線と標本数の水平的労働需要曲線との交点を示すものといえよう。労働
時間を賃金率変数その他に回帰せしめれば労働供給関数が得られるとの仮説は，ある程度
正しかろう。だが雇入れ・訓練費用のごとき固定費用の存在が，長時間労働供給にたいす
る高い報酬率の支払いを企業に促がすとすれば，労働需要曲線は水平的でなくなる。この
場合でも，労働時間の賃金率への回帰による労働供給曲線の推定は可能であろうが，雇主
提供賃金と労働者の労働供給決定とは，もはや相互に独立でないことが銘記されるべきで
あろう10)。
§2. 合衆国の非実験データによる実証
ここに非実験デークとは，いわゆる負の所得税実験デークではなく，実験によらぬ現実
の観察データをさす。かかるデータによる男子労働供給の「最初のモダンな実証研究」
は，マービン・H・コスタース';QJそれだという。かれは， 1960年人ロセンサス標本に通常
h-b=-(Bew日）、炉(y+bw-cp) y =(mpe)w-1(y+bw-cP)=-(mpe)-(ーlCi)-1〔(1-B)cpi-c十Bcw1-c〕
:. 1舟＝一(mpe)盆<—I炉＝ー (mPe)(—lo,―Iμ —I . 
b -=l+(mPe)(-10, —Iµ —I 
h 
w 
: . E=(mpe) [ l+(mpe)C—!Ci)—Iµ—i_ (mPe)(-IID―炉〕十(mPe)炉炉〔l+(mPe)〕
=(mpe)+w—Iµ → (mPe) 〔l+(mpe)〕
なお以上のように w=-(-1y(y+bw-cP)一1と置けば式(32)の導出は容易だが， 同
時に w=(8A/8y)(Y/A)でもある。だが iを求めると，そこには yは含まれず，し
たがって飢;ayを求めることはできない。いまラグランジュ関数 Lをyにて偏微
分してゼロと置けば， 8L/8y=8U/8y-A=O,au;ay=入である。 ところで注8)の
“と hの値を式閲に代入すれば
1 
U(x, h) = V(P, w, y) = 〔(1-B)tpl-C十Bcw1-c〕ヽ→(y+bw-cp) 
1 
であり，故に A=8U/8y=8V/8y:;=〔(i-B)cp1-c+Bcw1-c〕ヽー 1となり， yは含まれ
ない。したがって紅／初は定義しえないことになる。
10) Handbook, p. 59, なおこの点は前号論文ですでに指摘してある。
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の最小2乗法を適用し，以下の回帰式
In h;= -0. 094 In w;-0. 0073 Iny; 十・・・十む， R2=0.10, 
(0. 0044) (0. 0015) 
を得た。括弧内は標準推定誤差であり，点々は他に変数が16含まれていることをしめす。
労働時間の所得補償されたる賃金弾力性 (E*)は十0.041, その所得補償されざる賃金弾
力性(E)は一0.094であり，とくに後者は，方程式特定化の如何にかんして頑健(robust)
であり，かつ過去の推定値（ダグラスの一0.1~-0.2, ウィンストンの一0.07~0.10)と
も合致する。労働時間の非賃金所得弾力性は一0.0073であるが，これは，関数の型や非賃
金所得の定義の如何について感応的である11)。
かかる研究を促したのは，福祉改革コスト（租税や所得移転の労働供給効果）をめぐる
公共政策論議である。だが実証研究の多くは対象を相対的貧困層に限ったため，標本選択
上の偏りが生じた。それ以外にも変数の定義，関数の型，価格，非予算制約変数などが研
究により異なり，そのため各労働供給モデル推計値があまりにも違いすぎ，公共政策の実
際面にはほとんど役立たなかったらしい。そこで，設けられた仮説や用いられた方法の如
何についての労働時間推計値の頑健性ないし感応度が重要となるが，ペンカベルは， 1967
年経済機会調査 (SEO)や1972年所得動態個票調査 (PSID)t2iを利用せる過去の実証研
究を検討し，以下のようにいう。
(1)時間変数と賃金率変数の計測上の問題年間労働時間数を算定するのに1960年（セン，
サス）ないし1967年 (SEO)の週労働時間数を1959年（センザス）ないし1966年 (SEO)の
年間労働週数に乗じるという方法をとり，また年間労働所得をそれで除することにより賃
11) Handbook, pp. 60~61. 
12)所得動態個票調査 (thePanel Study of Income Dynamics)は， 1968年にミシガ
ン大学の社会調査研究所 (!SR)の調査研究センター (SRC)によって始められたも
のであり（被面接世帯数は4,802),社会科学のあらゆる分野の研究にとって重要なデ
ータ源となっているが，誰でも気づく問題点は，転出・転入や世代交代を含めて標本
の異動のもたらす影響の如何であろう。個栗調査のように縦断面データを求める場合
に避けて通れない問題であろうが，ベケッティ，グールド，リラード，ウェルチの4人
の研究によれば，すくなくとも1968年~1981年の14年間に当初の標本世帯員数の40%
の異動があったというのに，同調査が，対象とする所得動態をもはや代表しなくなっ
たという証拠はほとんどないという(SeanBecketti, William Gould, Lee Lillard, 
and Finis Welch, "The Panel Study of Income Dynamics after Fourteen 
Years: An Evaluation", Journal of Labor Economics, Vol. 6, Nr. 4, October 
1988)。
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金率を推定しているが，これでは労働時間計測上の誤差が賃金率に入りこみ，労働時間と
賃金率の間に見せかけの負の相関をもたらすかもしれない。結論的には，かかる賃金率変
数を用いた場合の推定男子労働時間関数は，別の操作された賃金率変数を用いる場合より
も負の勾配が急であったという。それはともあれ見せかけの相関を除去したとしても，ほ
とんどの実証研究は，標本平均値における労働時間の所得補償されざる賃金率弾力性が負
であることをしめす。その値は，ーo.156~-o.09の範囲に落ちついている18)。
(2)非賃金所得の計測 この変数 (y)の正確な計測は難しい。その定義もさまざまで，.
総世帯所得と夫の収入との差額とするもの，賃料・配当..利子・私的移転等とするもの，
家計の純価値に比例係数を乗じたものとするもの，などがある。非賃金所得 C,)の労働時
間におよぼす効果の推計値もまたさまざまで，標本平均値における限界稼得性向 (mpe)
は，ーo.32~-o. 047の範囲におよび， バラッキは大きい。その推計値は回帰式の型に感
応的であり，非賃金所得と労働時間の正の相関も，別に異常なことではない。式燃を適用
し，代替効果 Sを a1ー 知として計算すれば（ただし a1<::0), 男子労働者の代替効果
が労働時間 (h)の標本平均値において負であることも， また珍らしくないという。，した
がって労働供給の伝統的な静学モデルは実証されないのである14)。
(3限の扱い 予算制約変数を税にかんして調整し，税引き前の変数による労働時間方程
式推計値と税引き後の変数による推計値との比較が可能であるが，かかる比較研究は既婚
婦人についてはおこなわれているが（ただし2種の推計値の差は比較的小さい）， 男子に
ついてはかかる比較はまだないという。
ただし研究者のなかには，税引き後の予算制約（男子）が連続的でかつ凸集合を形成す
るというのは真実ではないとし，区分線型予算制約 (piecewise-linearbudget constra-
int)を前提にして効用極大化労働時間のパラメーターを決定する精緻なアルゴリズムを
提唱するものがある。具体的には各個人について CES型効用関数と区分線型予算制約を
考え，所与の予算制約の下での効用関数パラメーターと帰属 (imputed)労働時間との関
係を利用し，逆に効用関数パラメーターの推定値として，各個人の帰属労働時間と実際労
働時間の差の2乗の総和を最小ならしめる値をとるというものである。誤差は，予期せざ
る支出・病気などのランダム変数が，個人の意図する労働時間をして予算制約および効用
関数から得られる労働時間とは異ならしめる点に存する。妻が労働していない既婚男子に
13) Handbook, p. 62. ・ 
14) R⑰ dbook, pp. 63~64. 
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かかるアルゴリズムを適用した結果によると， 労働時間の所得補償されざる賃金弾力性
(E)は0.14,限界稼得性向 (mpe)は一0.70であり， Eは諸推定値の中心的傾向を上回
り，また mpeは外れ値ではある。だが別の推定では Eはゼロ， mpeは一0.77であっ
て，非労働所得の1ドル増加は，労働収入77セントの低下と財消費23セントの増加をもた
らす程度の労働時間短縮を生来することになる。要するに消費にたいする所得効果はかく
もささやかなのだ。だがペンカベルは，このアルゴリズムは，賃金率や非賃金所得を外生
変数とし，また予算制約の区分線型性や非凸性を強調しすぎており，その推計値が他の単
純頑健な方法によるものより望ましいとはいえないという 15)。
(4)財価格にかんする仮定 ほとんどのクロス・セクション研究では，あらゆる個人にと
って財価格は同ーであり，したがって貨幣賃金率と貨幣非労働所得の変動は，その実質価
値の変動と一致するとされている。だが研究によっては，異なる都市・地域の労働統計局
(BLS)調査を根拠に，労働供給推計式における都市・地城ダミー変数を正当化するもの
もある。都市・地域の生計費格差で賃金率変数をデフレートすれば，その係数は小さく変
化する16)。
(5)関数の型の問題式⑳のごとき線型方程式が一般的な関数の型だが，時として次のよ
うな半対数型も用いられる。
h;=ao+叫 n(乳＋鳴）,+a凶 +e;・
ただしこの式では，労働時間の所得補償されざる賃金効果の絶対値が，高賃金所得者につ
いてより小さく表わされよう。また労働供給曲線の反転を確めるには，式姻に賃金率の2
次項を加えるなどの工夫がおこなわれたが，その計量分析結果は，反転を示唆するものも
あれば逆に前転を示唆するものもあり，全体として男子の賃金・労働時間の非線型関係を
しめす強力な証拠は認められないという 17)。
(6)労働時間方程式の非予算制約変数 男子の労働時間方程式に入りこむ非予算制約変数
はさまざまである。教育水準を変数として導入すると，その係数はほとんど常に正かつ有・
意であり，したがって教育水準の高いものほど供給労働時間は長い。また賃金率変数の係
数は教育水準にたいして極めて感応的である。なお被扶養家族数を変数として導入すれ
ば，それは労働時間にたいし有意の正の偏相関をしめす。
15) Handoook, pp. 64~66. 
16) Handbook, p. 66. 
17) Handbook, pp. 66~67. 
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かかる非予算制約変数について研究者は一般に無頓着だが，その導入の有無は労働時間
の賃金弾力性の推定に大きく影響する。教育水準や被扶養家族数は，市場労働にたいする
趣好の如何と結ぴつき，すでに論じた個人特性変数 (A) と考えられるが，かかる観察可
能変数以外に親察不能の趣好成分 (e)もまた存在し，通常は確率項として扱われる。な
お観察可能の趣好変数として資産蓄積選好18)を導入した例もあり，その場合には非賃金所
得の係数が正から負に転じたという 19)0 
さて以上の静学モデルの行動反応の計測については，非実験データによるものが多い。
表1・19は，その計測例の多くをまとめたものである。回帰式の型はさまざまであり，ま
たパラメーター推定は標本平均値によっておこなわれているので，行動反応の比較も大雑
っぱとならざるをえない。ペンカベルによれば，、表中のウエールズとウッドランド(1979)
の推計値が他と著しく異なるのは， CES型効用関数適用上の Eとmpeにたいする制約
とその推計方式の非頑健性にあるという。かれら以外の実証研究の推計値をみると'.Eは
-0.29から0.06の範囲にあり，その単純平均は一0.12である。 mpeはEよりもバラッキ
が大きく，結論はためらわれるが，大なる負値の得られる可能性は非常に乏しい。 Eパ労
働時間の所得補償されたる賃金弾力性）は， 5つの計測例について負であり，またウェー
ルズとウッドランドおよびハウスマンとルード (1984) を除く 6つの正の計測例につい
Table. 1・19
Estimates from U.S. nonexperimental data of behavioral responses for men. 
E mpe E• 
Ashenfelter and Heckman (1973) -0.16 -0.27 0.12 
Bloch (1973) ・0.06 -0.06 0.12 
DBoasVkin az(o19, 7D3e) Tray and Greenberg (1973) 
-0.29 -0.41 0.12 
-0.lS -0.004 -0.14 
Dickinson (1974) -0.11 0.08 -0.19 
Fleisher, P江sonsand Porter (1973} -0.19 -0.23 0.04 
Garfinkel (1973) ゜ ゜ ゜Greenberg anc¥ Kosters (1973) -0.09 -0.29 0.20 Ham (1982) -0.16 -0.11 -0.05 
Hausman and Ruud (1984) -0.08 -0.63 0.55 
Kruesner (1976a) -0.17 -0.01・ -0.16 
Kosters (1966) -0.09 -0.14 0.04 
Masters and Garfinkel (1977) -0.11 -0.05 -0.06 
Wales and Woodland (1979) 0.14 -0.70 0.84 
18)その指標としては，現実の純資産と年齢・賃金率による回帰式上の予測純資産との差
を計測し，この差に帰属せしめられる富の資産総額にたいする比率をとる。
19) Handbook, pp. 67~68. 
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て， その平均は0.11である。 Eの平均が一0.12, E""の平均が0.11だとすれば， mpeの
平均は一0.23 (= -0.12-0.11)となろう20)。
§3. 英国のデータによる実証
英国における男子労働時間の実証研究は1970年代に発展するが，その関心は所得税の労
働供給にたいするインプリケーションの究明にあり，したがってその研究においては，予
算制約変数の所得税をめぐる調整が絶えず試みられてきている。英国の諸研究をまとめた
のが表 1• 20である。それによると，いずれも標本平均値について，労働時間の所得補償
されざる賃金弾力性はすべて負であり，その単純平均は一0.16であり，またそのうちの5
例は一0.16~-0.13の範囲内にある。合衆国の場合と同様， mpeとE*・のバラッキは E
よりも大きい。かの正の6つの推定値の平均は0.21である21)。
ところで英国では，家計支出調査により労働時間および財購入支出の横断面データが利
用できるので，式(8)の労働供給方程式と財需要方程式の同時推定が可能のはずだが，かか
るデークによる式(8)の配分モデルの検証を試みた例はまだない。だが過去の諸研究は!も
しかかる検証を試みたとした場合の結果を暗示する。たとえばアトキンソンとスターン
(1980)の推定労働時間関数は前方下降曲線 (aforward-falling curve)を描くものの，
相対的高賃金水準における労働時間の賃金弾力性は正であり，したがって余暇は劣等財で
あり（純粋余暇それ自体は効用創出に寄与しないかぎり評価されない），現実に多くの男
Table. 1• 20 
Estimates or the behavioral responses for British males. 
E mpe E• 
・Ashworth and Ulph (1981) -0.13 -0.36 0.23 
Atkinson and Stem (1980) -0.16 -0.07 -0.09 
Bluodell and Walker (1982) -0.23 -0.36 0.13 
Blundell and Walker (1983) -0.004 -0.20 0.20 
Brown, Levin, and Ulph (1976) -0.13 -0.35 0.22 
Brown et al. (1982-83) { Single worker -0.33 -0.SO 0.17 Two workers -0.14 -0.44 0.30 
Layard (1978) -0.13 -0.04 -0.09 
Notes: The estiinaics for Brown, Levin皿dUlph (1976) are those where the wife 
does not work for pay. The estimates for Brown et al. (1982-83) are those for a 
family・with two children. 
20) Handbook, pp. 68~70. 
21) Handbook, p. 70. 
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子は，推定最大配分時間を上回って働いている。プランデルとウォーカー (1982)は，妻
の mpeを一0.22と推定しており，夫のそれは一0.36(表 1• 20)であるから，非賃金所
得の追加1ドルのもたらす消費増加は42セント (=1-0.36-0.22)にすぎないことにな
る。かれらは，望ましい推定最高労働時間を上回って働いている標本割合を明示しない
が，かかる標本の存在は確実であろう。・ブラウ．ンその他 (1982-83)は，非共稼ぎ世帯と
共稼ぎ世帯について表 1• 20の結果を得ているが，，共稼ぎ世帯の妻のmpeはほば一0.15
なので，共稼ぎ世帯 mpeは約ー0.60(号-0.4-0. 15)であり，非賃金所得増加の40彩
のみが財消費に支出されていることになる。前述のプランデルとウォーカーの場合と似た
状況にあるといえよう 22)。
§4. 合衆国の実験データによる実証
3の§1.の「標準モデル」（前号論文）の基本命題は，他の条件が等しいとして予算制
約の外生的変化は労働供給の変化を誘発するというものだが， 1968年ー8吟この合衆国にお
ける負の所得税 (theNegative Income Tax, 賂して NIT)実験は23), その命題検証
の絶好の機会であった。その方法は，標本世帯のうち実験目的の予算制約を導入された実
験匪帯 (theexperimental households)と残余の予算制約コントロール世帯 (theco-
nttol houiieholds) との行動比較をおこない， さらに実験世帯の実験期間中の行動と実
験前（も、しくは後）の行動との比較をおこなうというものだが，当実験から推論を下すに
は以下のような離点があった。
すなわち，①標本が低所得母集団に限られている，③実験世帯とコントロール世帯への
標本の割りふりが無作為ではない，⑧実験期間中の外生的変化（州福祉計画の改革，航空
機産業のレイ・オフなど）が予算制約に影響するだけでなく，その影響が，実験世帯とコ
ントロール世帯では異なったかもしれない，④実験開始以降のコントロールの自然緩和
(attrition)が，実験世帯とコントロール世帯の関係を相互に異ならしめたかもしれな
ぃ，⑥所得を偽って報告せしめる剌激が存し，それが，労働供給効果の大きさを誇張する
22) Handbook, pp. 71~73. 
23)実験は， 1968年~72年にニュー・ジャージー州およびペンシルバニア州の1,357世帯，
1969年~73年にノース・カロライナ州およびアイオワ州の 809批帯， 1970年~74年に
インディアナ州ゲーリーのr,soo世帯， 1970年~80年にシアト•ルとデンバーの4,800世
帯についておこなわれている (Handbook,p. 75)。
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よう作用したと考えられる，⑥実験世帯のほとんどの負の所得税受給資格が3年間だった
ため，労働供給効果は，むしろそれ以外の純賃金率や非賃金所得の一時的変化によったも
のとも解釈できる，⑦実験による予算制約変化は，比較的少数者集団について比較的短期
間生じたものだから，かれらのための勤務スケジュール調整が社会制度的におこなわれる
にはいたらず，スケジュール調整が過少にしめされがちである，といった諸点があげられ
る24)。
それはさておき第1・4図に実験をモデル化してしめそう。標準的男子の予算制約は，
実験により oa1a2から ob必a2に変化するが，その理由はこうだ。実験によって G ドル
の給付・扶助が支払われ， G ドルを超える所得に税率てが適用され， G ドルが支払税額
〔て(wh+y)〕に等しくなる点 b2が，損益分岐水準の所得をしめす。実験開始の以前以後
Total 
Income 
82 
?
al 
0 Hours 
Figure 1• 4 
24) Handbook, pp. 74~75. ペンカベルのいう実験上の難点のうち虚偽報告の刺激につ
いては，グリーンバーグとハルゼーの2人が詳細な検討を加えている。かれらによれ
ば，被面接者の虚偽報告の傾向の故に，面接デークによる推計値は労働供給減少を著
しく誇張しており，たとえば虚偽報告のおそれのない雇用保障局調査の使用者報告デ
ークによって推計し直す．と，・面接デークによるほどの労働供給上の逆効果は見いだせ
ないという。ただし女子世帯主については，いずれのデークによっても結果はほとん
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のいずれにおいても b2より右に位置する個人の場合，予算制約は，実験前の Px=wh+y
から実験開始後の Pか=G+(l-,)(wh十y)となるが， なかには実験前は b2より左に位
置しなながら，その開始後は負の所得税受給資格を得るために所得減を狙って供給労働時
間を短縮し， b必上に位置するものもあろう。他の条件にして等しければ， 個人の無差
別曲線が平ら（所得・余暇の代替の弾力性が大きい）であればあるほど，個人が，実験前
の損益分岐的所得水準を超える位置から，実験開始後にその下回る位置まで移動する可能
性は大きい。 G と9 の値は実験により異なり， また実験世帯の割りふりは無作為ではな
く，さらに実験予算節約のため低い G と高い 9のプログラムの採用される傾向もあり，
したがって実験フ゜ログラムの内容は実験対象世帯の実験前稼得水準（および労働供給行
動）に依存し，実験は真に外生的たりえない25)。
労働供給行動の相違は予算制約の相違によるとの命題を実験データによって確めるた
め，次の回帰式を用いる。
L;=[i。ふ十¢品+u;. (36) 
ただし L;は個人 t・の労働供給行動ディメンション（週労働時間など），局は個人 iの
標本性質（実験標本=1, コントロール標本=O),ふは個人 iの他の属性，約は確率的
撹乱項である。実験データに式(36)を適用した結果を要約すれば，①/31推定値は不変的に
(invariably)負でないまでも一貫して (consistently)負である，③/31推定値の実験・
コントロール各標本間の差は標準推定誤差の差ほどではない，⑧実験グループの夫が雇用
労働につく傾向はコントロール・グループの夫よりも低い，というものであった。①は，
実験グループの方が労働時間が平均して短いことを意味し， ②は， /31推定値が実験によ
っては有意でないもののあることを意味し，③は説明するまでもない。
以上の結果を具体的な数値を織りこんで表にまとめてみると，次のようである。ただし
かかる実験・ コントロール標本間の差は，実験労働供給反応を過少評価せしめる傾向があ
ど変らず，虚偽報告の影響はなく，その影響のみられるのは，それ以外の夫，妻およ
び若年者（非世帯主）だという。なお実験ごとにみれば，虚偽報告（賃金収入および
提供労働時間数の過少報告）はシアトル＝デンバー実験よりもゲーリー実験に多くみ
られたらしいが，その理由は分明でないという (D.・Greenbergand Harlan Hals-
ey, "Systematic Misreporting and Effects of Income Maintenance Experim-
ents on Work Effort: Evidence from the Seattle.:.Denver Experiment", four-
nal of Labor Economics, Vol. 1, Nr. 4, October 1983)。
25) Handbook, pp. 75~77. 
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輝＼グループの特徴 ニュー・ジャージ一 インディアナ州ゲー •シアトルーデンバーペンシルバニア実験 リー実験 一実験
コントロール・グル 5.6彩短かい 6.5彩短かい 2.2彩短かい
ープに比しての労働 （白人の夫；週労働 （黒人の夫；月間労 （夫；週労働時間）
時間 時間） 働時間）
コントロール・グル 非ゼロ 非ゼロ 非ゼロ
ープに比しての P1
，非有意 非有意 有意推定値の差と有意性
コントロール・グル
ープに比しての雇用 2.696ボイント低い 4.9彩ボイント低い 2.3形ボイント低い
労働傾向
る。というのもダミー変数局は，所得が損益分岐水準を下回る負の所得税受給世帯と，
所得が同水準を上回る世帯とを含めた平均的実験効果を測定するからである。いずれにせ
よ負の所得税実験は，実験世帯の夫の労働供給行動とコントロール世帯のそれとの相違を
実験前とは変化させたといえる26)。
残る問題は，静学的標準モデルにいう賃金率変化効果と非賃金所得変化効果との区分に
よる分析が，負の所得税 (NIT)実験にどう適用されうるかであろう。それは，税率効果
と保障所得水準効果との区分でもあり，福祉プログラムの効果測定にとって重要であろ
う。
だがNIT実験データを用いた分析の多くは，所得効果と代替効果を再現するのが困難
な定式化によっておこなわれており，それが可能なものについても，予算制約の計測方法
に重要な差異がある。というのも図1・4でみたように，予算制約の非線型性は労働供給
との関係で純賃金率を内生的たらしめ；分析上個人の労働時間と予算制約との間に一定の
仮定を強いるからである。それはともあれ NIT実験データによる男子労働供給反応の諸
研究により， 労働時間の所得補償されざる賃金弾力性 (E), その所得補償されたる賃金
弾力性 (HF-), 限界稼得性向 (mpe) を推定すれば，表 1• 21のようになる。 E とmpe
の変動幅はかなり大きいが， HF-のそれは比較的小さい。傾向として労働時間（所得補償
されざる）関数は，標本平均値において賃金率にかんして正の勾配をしめす。また実験期
間5年の世帯の夫に比し期間3年の世帯の夫は，がC の値が大きく， mpeの絶対値が小さ
26) Handbook, pp. 77~78. 
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Table. 1• 21 
Estimates of the be~avioral responses for men from the NIT experiments. 
E mpe E* 
Ashenfelter (1978a) 0.21 O.D2 0.19 
Ashenfelter (1978b) 0.17 -0.01 0.18 
Burtless and Greenberg (1982) { 3 Year 0.08 -0.04 0.12 5 Year -0.12 -0.18 0.06 
Hausman and Wise (1977) 0.10 -0.01 0.11 
Johnson and Pencavel (1982) -0.16 -0.29 0.13 
Johnson and Pencavel (1984) O.D2 -0.17 0.19 
Keeley and Robins (1980) -0.09 -0.14 0.05 
Notes: Ashenfelter's estimates are from the North Carolina-Iowa rura) _ex-
periment and Hausman and Wise's are from the New Jersey-Pennsylvania 
experiment. All the other estimates make use of data from the Seattle-Denver , 
income maintenance experiment and al -these estimates have been evaluated at 
the same number of hours of work (namely, 1880.97) and the same net wage rate 
($2.293). These are the mean values・of working experimental husbands in the 
pre-experimental year whose incomes in that year would have placed them 
below the breakeven level and they are t吐enfrom the sample analyzed by 
Keeley and Robins (1980). 
い。なお有意性をみると， ハウスマンとワイズ (1977)の E推定値0.10の標準推定誤差
は0.043だが， アシェンフェルター (1978a)の E推定値0.21の標準推定誤差は0.122で
ある。結論的にペンカベルは，表1・21から NIT実験の労働供給行動反応の非常に正確
な推定をうることは不可能だという 27)。
§5. 結論＇
表 1・19, 1・20, 1・21からみで合衆国における労働時間の所得補償されざる賃金弾
力性 Eの推定値は＇，実験データによるよりも非実験データによる方が負値をとる傾向が
多い。もしメトカフのいうように，一時的データ（実験データ）による推定は，恒常的デ
ータ（非実験データ）による場合に比して mpeの絶対値を小さくし， E"'の値を大きく
するとすれば（事実はこれを裏づける）， Eの値をも大きくすると期待されよう。 E推定
値をみるかぎり英米の労働供給行動の反応は似ていそうだが， Eを分解すると，イギリス
人の方がアメリカ人よりも mpeの絶対値が大きく， E*の正値も大きい。以上は前記3
表の中心的傾向によったものだが，推定値のバラッキは大きいし，すでにみたように正確
とはいいきれないし，さらに表1・19と1・20にみられるように E卜が負値をとる瀕度も
27) Handbook, pp. 80~82. 
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高い。こうしたことは，その実証的適性に重大な疑問を投げかけるものだとペンカベルは
いう 28)。
5. ライフ・サイクル・モデルの推定
3の§5.の「ライフ・サイクル・モデル」（前号論文）は，生涯効用関数の強い分離可
能性を前提とするから， とりあげる実証研究も， その種のモデルによるものに限定され
る。またマクロ的研究も省く。というのも最適配分にかんして内部解を有する個人と境界
上の解を有する個人を集計上どう処理するかという問題があり，また景気循環をつうじた
マンアワー集計値の動きは，平均雇用労働時間数の変動よりは雇用者数そのものの変動に
•帰せしめられがちだからである。いわばマクロ・パラメーター推定値は，推定の基礎とな
った仮説の変化にたいしてまった＜頑健ではないのだ29)。
かくしてミクロ・レベルに対象を限定するとして，ライフ・サイクル・モデルについて
確信ある推定をなしうるのは，同一個人の一定期間にわたる継続的槻測値（パネル・＿デー
ク）が利用できる場合であろう。個人の一定期間にわたる労働時間変化を同賃金率変化に
回帰せしめると，すくなくとも合衆国ではその単純相関値は負（調査によって一0.36ない
し一0.28)であった。だが賃金率データは年間賃金収入を年間労働時間数で除して得られ
たものであり，しかも年間時間数は平均週労働時間に平均年間労働週数を乗じたものであ
るから，年間時間の推定誤差が見せかけの負の相関を生みだしている可能性はあろう。ま
た OJTなどの人的資本投資に費された時間は，労働供給時間から除外されるべきものだ
が，除去されることは稀である。いわば現実のデータは，経済モデル上の変数概念に正確
に対応していない。したがって誤差は重要な問題であろう。変数の1階差分をとる場合に
は•変数の恒常成分が除去されて雑音 ("noise")成分のウェイトが高まるから，誤差の問題
はより深刻であろう。そこで誤差の問題を明示的に考慮している実証研究のみが，とりあ
げられる。表1・22は，異時点間代替の弾力性 rについてのかかる研究の一覧である30)。
さて男子ライフ・サイクル的労働供給の原理的研究は， トーマス・マッカーディーにみ
られる。かれは，個人 iのt歳時のアデイログ (addilog)効用関数を次のように特定す
28) Handbook, pp. 82~83. 
29) Handbook, p. 83. 
30) Handbook, pp. 糾~86.
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る。
U1(x11, 加； Au, eu)=如(X1t沖ー戸cu(加）ぅ， {37) 
ただしテ＝炉+1,r>o, o<:r1<1, 如>o,cu=exp 〔だ（一[iAu―ei,)〕．
これによれば；目的関数は時間について加法的であるだけでなく，一定期間内では消費
についても労働時間についても加法的である。たとえば個人 iのt歳時の労働時間方程
式は
'ln加＝如+rlnwu+ pAit+lJt+eu, (38) 
である。ただし ,P,;=rln.l。;,lJ=rlnfJである31)。この式閲の右辺第1項は時間にかん
して不変だが，個人により異なる。そのパラメ＇ーターは，予測される生涯的（賃金・年齢
プロファイル上の）賃金変化におうじた個人の労働時間変化の情報を提供し，とくに異時
点間代替の弾力性 (r>O)は，加齢による賃金率増加のもたらす労働時間変化を計測す
る。
マッカーディー (1981)は， ミシガン所得動態個票調査により白人男子513人について
10年間の観察をおこない，表1・22の結果を得たが，それによると， 1階差分方程式によ
る T推定値は0;14~0.35(標準誤差0.07~0.16)であり，年次ダミー変数を導入すると
0.10~0.45 (標準誤差0.13~0.29)であって，推定値に大差はないが有意性は低下する。
景気循環的賃金変化による労働供給反応が想定されないかぎり，前記r値は，賃金率の倍
増は労働時間の10~4596増加をもたらすことをしめす。なお説明変数と誤差項との相関の
可能性を防ぐため，表中の操作変数 (instrumentalvariables)が用いられている。他の
T 推定値としては，ジョセフ・オルトンジの0.27やジョン・~--ムの0.04があげられるが，
31)式閲の導出は以下のとおり。
9.6 
N . 
目的関数（生涯効用関数）を，エ(l+p)-'U11(X1t,h1; A11, 01) 
t=O 
N 
制約条件（生涯予算制約）を K。i十エ(l+r)一'(w11h11-P,x11)=0
t=O 
～ 
効用関数の特定化を切、(X1t,加； A11, E1t)=b11(X11)11-r→ C11(h11)1 
N N 
ラグランジュ関数を L==:E(l+p)→U11十袖〔K。i十エCl+r)-1(w11加ーP心）〕
・l=O t=O 
とすると 嘉=(Hp)一唱紐＋袖(l+r)一'w11
=(Hp)一‘（一戸）cwr(h11炉＋袖(Hr)一如=:=O
(Hi>)一％（加）1ーI=袖(Hr)一1w11
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マッカーディーの推定値がほぼ確認された格好である32)。
755 
ところで3の§5.「ライフ・サイクル・モデル」でみたように，将来の不確実性の下で
もフリッシュの労働供給方程式が実証研究の基礎たりうるとされたが，そのことは，この
場合つぎのように説明される。まず労働供給方程式閲を式蹄に対応した形に改めると
Inh1t=rin柘+rIri wit+ fiA1t+•it, 139) 
と書ける。ただし ln柘は一種の確率過程であり
I I 
ln 柘=~tiけlnl;o十こ妬，
J=O j=l 
としめされる33)。ここに恥は j歳時における個人 iの予測誤差であり，諸変数のj歳
時実際値と j歳時予測値 (jー 1歳時における）との差をしめす。式(39)にIn柘式を代入
し1階差分をとると，次式がえられる。
,dln hit=a*+rilln wit+ pi1Ait+•it-•it-1+vit. 
. Cif(加）臼＝袖(l+P 1 l+r) Wif 
〇＝旦辺の故に
l+r 
cit(hit)-Y-1=-lo;81wit 
自然対数をとれば Incit+ (7-1)1叫il=ln袖+tln0+Inwit
(40) 
Cjt=e砂〔r→(-pAil-eil)〕の故に Incit=T→(-pAit-eit)=-r→ CPAit+eit) 
また r=r→+1の故に ァーl=rー1
: . -r1(f3A1t・+e1t)+rー1lnh1t=ln袖+tinB+Inwil
-(f3A1t+e1t) + ln加=rln-'!01+trln8+rlnwil
いま和=rln袖， o=rln8と置き，かつ整理すれば
In加＝如+rlnw1t+f3A1t+ot+e1t. 
32) Handbook, pp. 86~87. 
33)式(38)と式(39)より
rln-'!1t=和十ot=rln袖+trinB=r(In袖+tln8)
In初=lri袖+tin8
ところで tin8=tin(闘予）は時間とともにドリフトする確率過程であり，
妬を考えれば
t t 
tlnO=~tt; 十エ初と書けるから
j=O i=l・ 
t "I 
ln袖＝．ェa;+ln袖+~初どなろう。
J=O J=l 
予測誤差
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ただし a*=ra,u;,=r恥である84)。この不確実性のケースをしめす式!4ro:を確実性のケ
ースをしめす式閲の1階差分35)と比較してみると，予測誤差％には諸種の仮定が求めら
れる。たとえば t期における所得の限界効用が， t期の賃金，富，個人特性，さらには期
待賃金の将来経路に依存するがごとくである。そこで式ra9lの rlnl;, が，以下のように表
わされるものとしよう。
N 
rln柘＝恥知＋エ切Eit On W;;) +b2t邸+e;,.
J=t 
ただし KitIまt期の期首における富の実質価値であり， また係数 bu,c,; b21は加齢
とともに変化する。 rlnl;、の t歳時における修正は，以下のようになろう。
N 
加＝紅Ait-E it-I (Ait)〕十四妬〔Eit(lnw;;)-E;t-1(1nw;;)〕
j=t 
＋如〔Kit-Eiい (K;、)〕十む、-E胆（む）．
ただし E;いは， t-1歳時における諸変数の期待値をしめす36)。
さて表 1·22にもどって他の実証研究の結果をみよう。 G•S ・ベッカーや J,p ・ス
ミスは， 個人を年齢別にグループ分けし， 同ーグループの観察値平均を用いたのであっ
て，式閲は次のよう書くことができる。
lnh、=,fr+rlnw、+pA1+6t十函． (41) 
ここに横線はもちろん平均をしめす。もし否の値がすべての年齢コーホートについて
同一なら（コーホート効果がない）， その平均値が操作変数として作用し，ー式仰の通常の―
最小2乗推定量が一致推定値をもたらす。ベッカーの場合， r値は， 白人について0.45
34) ln初式を式(39)に代入すれば
t 叫=r氾+rlnJ;o+~焙+tln如＋砂+e、ヽ•
J=O 
その一階差分をとるに
t t-1 t t-1 
・:Ei;ーエii;=iiゎ 工妬—.:E妬=ii1t
J=O J=O J=l J=l 
であるから
dl咄1t=rみ+r加十rdlnwu+ (id Au+ (eu-eか i)
となる。
叫 =a*, T加＝加と置けば
.di叫11=a*+r.dln血+/3.dA11+e11-e11-1 +v, ヽ
35)式閲の一階差分をとると
.di呻,,"=n+r』lnw、,+/3.dA1t+e,,-e1←I 
36)式(39)より以上までは， Handbook,pp. 8を屯9.
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（標準推定誤差0.11), 非白人について0.10(標準推定誤差0.04)であり，教育年数の増
加につれて低下する。ただし式（紺の1階差分（年齢にかんし）をとれば， T値は常に正と
はかぎらず，教育年数にともなう T値の低下傾向は明瞭でなくなる。スミスの場合，式
仰右辺に妻の賃金率（年齢コーホートの平均値）の対数を導入し， T推定値として白人に
ついて0.32(標準推定誤差0.05), 黒人について0.23(標準推定誤差0.11) を得ており，
また妻の賃金率の対数の係数推定値（妻の生涯的賃金率増加の夫の労働時間におよぼす効
果）は不正確ながら負であり，同様に夫の賃金率の対数のそれ（妻の労働時間におよぼす
効果）もまた負である37)。
ベジカーやスミスの依拠したデータは仮設コーホート (syntheticcohort)・データだ
が，かかるデータにより異時点間代替の弾力性を識別するために求められる仮定は，瓦な
いし否がすべての年齢グループについて不変であること，またはその分布が石面から
独立していることであろう。もし平均賃金率の低い年齢グループほど入。も低いとすれば
（年配者に比し若年者は，生涯の富は大きいが現行賃金率は低い），式(41)の丘函？の係数は
異時点間代替の弾力性を識別しえず，年齢効果 (vintageeffects)が織り込まれることに
なろう。もしいくつかの年次について仮設コーホートが得られ，ぇ。の値が各コーホート
について異なるならば，コーホート偏俺が示されよう。プラウニング，ディートン，ァイ
リッシュ (1983)による英国家計支出調査の分析は，この手法を踏襲し，横断面による各
コーホート 1回きりの観察に代えて各コーホート 7回 (1970~77)の観察をおこない，フ
リッシュ労働供給方程式として
-h,1,=r亭 +ri'C,+rz'Y.叶 ra'石 +rl(P,,/叫）vz+…十弘， 四
を特定する。ただし横線は K年次におけるコーホート tの変数平均値， Cはコーホート
・ダミー変数ベクトル， Yは年次ダミー変数ベク・トル， 点々は省略された変数をそれぞ
れしめす。すべてのコーホートは， いかなる年次 Kにおいても同一の財価格p,に直面
する。 もし rlがゼロならば，男子労働供給は期間内で加法的である（財も同様）。異時
点間代替の弾力性， すなわち式闊における F,;の対数の W、K の対数にかんする導関数
は， K仕〔が一(1/2)rl(P,,/w,,.)】／りにて与えられる38)。
プラウニング，ディートン，アイリッシュの計測結果によれば， ra'推定値は1.72 (標
. 37} Handbook, pp. 89~90 . 
.38) Handbook, pp. 90~91. なお局Kの対数のw,の対数にかんする導関数の導出は簡
単である。すなわち
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準推定誤差5.5), がは26.0 (標準推定誤差10.5), 異時点間代替の弾力性は0.05である
（表 1·22)。•これらの推定値は，年次ダミー変数の省略に感応的だという。 rl は，余暇
と財消費とは補完的であることをしめす，0 また式(42)の1階差分（年次について）をとる
と，標準誤差は大きくなり，検定統計量は標準的な閾値水準にやや足りないものの， rの
ボイント推定値の水準は，式(42)をそのまま適用する場合に近いという。この場合も推定値
は年次ダミー変数の省略に感応的であり，マッカーディーの場合とは異なる。
ブラウニング，ディートン，アイリッシュの3人は，その利用データが消費支出情報を
も同時に与えてくれることから，財需要方程式として以下の式を特定し，推計をおこなっ
ている。
祁 =o。I面瓦＋糾Cけあ’疇＋ふ'(w1kl加）v2+…+Etk・ (43) 
財需要が労働供給と対称的であるには，釣’が式(42)の一rlに等しいことが必要であろう。
消費の異時点間代替の弾力性（ライフ・サイクルをつうじた Pの比例的増加の効果）は，
-1.38と計測される。式(43)によってもその1階差分式によっても，ふ’は余暇と財消費が
代替的であることをしめし，したがってパの含意とは矛盾する39)。
ベッカーやスミスの場合にみたように，データから仮股コーホートが得られるなら，諸
個人の横断面観察を用いて異時点間代替の弾力性を算出することはできよう。だが通常は
横断面からの個別観察によるものであり，その際の基本的考え方は，フリッシュ労働供給
方程式の親察不能変数袖が個人の生涯賃金経路および初期の富の関数であり，またその
生涯賃金と初期の富が年齢その他の諸特性の関数であるとしうるなら，袖はかかる諸変
数に置き換えられうるとするものである。マッカーディーは，式(38)の ~i を本人学歴，両
親学歴とその社会経済的地位をしめす諸変数に置き換え，かつその式にミシガン所得動態
個票調査データを適用し， 1967年~75年の9年間の各横断面につき lnwitの係数 rの9
つの推定値をえている。推定値の範囲は， 1975年の一0.07(標準推定誤差0.23)から1974
年の0.28(同誤差0.47)におよび，単純平均は0.15であるが，予測賃金変動を識別しうる
--1 
d(log砧） htk. dhtk 
d(logw心 -1 
Wtk・dw1k 
然るに
d加—1 1 ―! -1 
dWtk ー =rlwtk--r/がwtk=Wtkrl --r'心 /w叶〕2 〔i
d(log h1k) -1 1 
:. d(log w心玉〔パー百rl(Pk/w訪〕
39) Handbook, p. 91. 
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のは，，学歴2乗変数および年齢2乗変数のみだという。これでは前記9つの推定値が伝統
的な閾値をパスしなかったとしても，驚くには当るまい。
要するに表 1• 22によれば， 男子労働供給の異時点間代替の弾力性 rの最新の推定値
は，ー0.07~0.45の範囲内にあり，中J凶項向は0.20である。その意味は，約25歳~60歳男
子の労働時間におよぼす生涯的賃金率変化の効果は，相対的に小さく，具体的には賃金率
の10彩増は労働時間の2彩増をもたらすにすぎないというにある。注意すべきは推定値の
標準推定誤差であって，それによれば，賃金の．ライフ・サイクル的変化は壮年男子の労働
時間に影響を及ぼさないとの帰無仮説は，通常の有意水準では棄却されえないことにな
る。いいかえれば男子労働時間にたいする生涯的賃金変化の効果については，否定される
べき充分な証拠があるといえよう 40)。
ともあれ以上は，賃金率の生涯的変化の下での個人の加齢にともなう労働時間配分の情
報を提供し，また賃金プロファイル全体の変化のもたらす労働供給反応をもしめす。たと
えば t歳時に同一賃金に直面する2個人の賃金プロファイル全体が異なるならば， t歳
時とそれ以外の年齢時の2人の労働供給は異なろう。それを確めるには，各個人の「富の
限界効用」変数如もしくはその変形〔式(38)の ,Yi〕を各個人の生涯予算制約変数（時間
選好率， Ait,・Eit)に関わらせることが必要となろう。マッカーディーはこの手法をとり，
式(38)の個人別の推定固定効果（加）を各個人の生涯予算制約を決定する外生変数（家族
背景的特性，本人教育年数，賃金率・初期非賃金所得のライフ・サイクル的成長をしめす
推定パラメーター）に関わらしめ，すべての年齢において賃金率の10%増加は労働時間の
0. 5~1. 3彩増加をもたらすと推定している。なお男子労働時間供給スケジュールは，生涯
的な賃金・年齢プロファイルについて相対的に非弾力的だともいう 41)。
男子の生涯的労働供給のミクロ的実証研究はまだ日が浅く，研究成果を判断するのは早
計だが，暫定的評価はできよう。問題は，異時点的加法モデルがライフ・サイクル的意思
決定をよく反映しているかどうかだが，• このモデルは，異時点的意思決定を多面的に説明
しうる。それは不確実性のコンテクストを受けいれ，人的資本投資，耐久消費財購入の取
引コスト，資本市場の不完全性⑲拐lj的利子率など）をも考慮しうる。いわばモデルの汎用
性がみてとれよう。だがかかるモデルの利用は，現在のデータ供給能力をこえたデータ需
要を生みだすかもしれない。かかるデータの蒐集は望ましいに・しても，その費用と労力に
40) Handbook, p. 92. 
41) Handbook, p. 93. 
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ふさわしい研究成果が保障されるかどうかが判断されるべきであろう。極論すれば，ライ
フ・サイクル・モデル研究の過去の成果が，はたして男子労働供給の主要変動を説明しえ
ているかどうかも，検討されてよいであろう。
現段階におけるライフ・サイクル・モデル研究の焦点は，賃金の生涯的変化にたいする
労働供給の反応にある。最新の実証結果によれば，壮年男子のかかる供給反応は非常に非
弾力的であり，また賃金プロファイル自体の相違による男子労働者間の供給反応の相違も
小さいという。男子労働供給の労働者間および異時点間の変動の主たる部分は，従来の実
証研究によっては説明されないままであって，いいかえれば重要性が副次的と思われる要
因の解明に，大きな努力が払われてきたといえそうである42)。
6. 結論
以上の過去20年間（ただし1986年以前）の男子労働供給にかんする実証研究の大部分の
しめすところでは，労働時間の賃金弾力性は非常に小さく，逆にいえばほとんどの経済学
者の研究は， マグニテュードの比較的小さい供給行動反応に焦点を当ててきたことにな
る。静学的労働供給モデルを適用してみると，労働時間の所得補償されたる賃金弾力性が
負と推定される事例が多く，そのことは，同モデルの重要の含意の1つを崩し，かつ同モ
デルの実証的適性を疑わしめるものであろう。
もちろん問題はモデル自体にではなく，その適用手続（関数の特定化，変数の計測，そ
の他）にあるということはできる。というのも含意の1つの否定は，それだけのことだか
らである。だがかかる弁護は，時として理論の検証可能性の否定につながりかねない。た
とえ過去の実証研究がモデル自体の検証をめざしていたのではないにしても，正しいと前
提されたモデルの定量化の試みの副産物と‘して，理論モデルを否定する行動反応計測値が
提示されたのであれば，理論は証拠によって斥けられているという事実を認めるべきだ，
とベンカベルはいう。
だからといって，予算制約が労働時間と無関係だというのではない。負の所得税(NIT)
実験の結果は，男子労働供給行動の変化が，予算制約変化からはけっして独立していない
ことをしめす。だが価格や賃金率が労働供給決定に影響するとしても， その影響の仕方
は，教科書でなじみの制約条件下の効用極大化モデルによって描かれているようなもので
42) Handbook, pp. 93~94. 
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はあるまい。かかる単純モデルがあてはまるとしたら，それは母集団の一部についてであ
ろう 43)。 • 
とはいうもののペンカベルは，問題がやはりモデル適用の方法にあることが明らかとな
れば，前記の判断は修正されるべきであることを率直に認め，今後のあるべき姿勢を次の
ようにいう。まず最近の実証研究によれば，消費・貯蓄行動は労働供給行動と同一の配分
過程の一部であることが認められているので，財消費および貯蓄にかんするモデルの適用
にさいして，個人・家計データにかんする研究成果がより多く持ちこまれることが望まれ
る。次に失業時間の決定と労働供給時間の決定とを総合的に理解するために，より多くの
研究が望まれる。というのも現在の失業の捉え方は，①労働力人・ロからの退出と区別する
もの，③失業も労働もともに市場労働活動のための時間提供であるとの立場から失業時間
を労働時間に付加するもの，③失業は個人の最適資源配分の一部ではあるが行動上は労働
時間と区別するもの，などさまざまだが，そのどれが正しいかを追求した研究はほとんど
ないからである。最後に，男子労働供給行動の対賃金反応が相対的に小さく．とくに壮年
男子の労働時間変動は，従来の実証研究の変数集合によっては相対的にわずかしか説明さ
れないとすれば，もしおなじ研究費用を投じるとするなら；他の変数，すなわち「観察さ
れざる異成分」にもっと注意を向けるべきであろう。雇用契約の形式，現在価値への割引
率の個人差，両親から承けついtこ生活態度や価値観などは，かかる異成分たりえないであ
ろうかい。
ペンカベルは，男子労働供給の理論と実証にかんする長い分析を以上のように結んでい
るが，標準的な理論モデルがかならずしも実証的に裏づけられない点は，制度的研究に親
しんできたものにとって興味深いかぎりである。
追記数学の展開については，前回同様に同僚の村田安雄教授に，また今回は新たに吉
田達雄教授と小田正雄教授にもお世話になった。お礼を申し上げる。
43) Handbook, pp. 94~95. 
44) Hc叩 dbook,.p. ・95. 
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